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• ECHONET Lite についてではないものの、伝送メディア（例えば、Wi‐fi、Bluetooth、
PLC等）については、「HEMSと各機器の間は公知な通信方式を用い、メーカーが
独自仕様を用いないことを合意」していた。

（参考） 伝送メディアについてのメーカー間の合意

（２０１２年９月第2回スマートハウス・ビル標準・事業促進検討会：経済産業省）
https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/smart_house/pdf/002_s01_00.pdf

https://echonet.jp/about/features/
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相互接続における情報公開のためのガイドライン
https://www.jema-net.or.jp/Japanese/res/hems/data/GL_v1.1.pdf

• 日本電機工業会（JEMA）は消費者に向けてHEMSとECHONET Lite機器の接続
に関する情報公開ガイドラインを定め周知している。

• HEMSメーカーと機器メーカーが相互接続の確認をしたうえで、合意のうえ、
両者ともにホワイトリストを作成し、公表する運用がされている。

• 設置後のアフターサービスも含めた接続保証が実現されている。

ECHONET Liteに係るホワイトリスト化
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• 米国のCSA（Connectivity Standards Alliance）が「Matter」という通信規格を作成し
ている（2022年秋にリリース予定）。

• Amazon、Google、Appleなど米国のメーカーだけでなく、ヨーロッパや中国、韓国
など250以上の企業が参画しており、世界的な取り組みとなりつつある。

• 日本企業も複数参加している。

海外のスマートホーム規格の状況

参画企業一覧（8月29日時点）
https://csa-iot.org/members/

Matterトップページ
https://csa-iot.org/all-solutions/matter/



112030年度におけるエネルギー需給の見通し（令和３年１０月 資源エネルギー庁）
https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/20211022_03.pdf

• 「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」（令和３年１０月）におい
て、2030年度におけるHEMS・スマートホームデバイス導入率を85%として
おり、その導入率等を前提とした省エネ目標が定められている。

HEMSに係る政府の指標・導入見通し等の記載①




